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平成21年度調査結果
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⑤電子黒板の整備状況
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平成21年度調査結果

学校におけるＩＣＴ環境の整備状況の推移(３)

nanahata
テキストボックス
50



※１

 

2000年、2003年の共通領域の結果で比較
※２

 

出題の枠組みが変わったため、比較可能な共通問題の結果で比較

ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（PISA）２００９年調査

科学的
リテラシー
2006年調査の

中心分野

有意に低下

有意差なし 有意に上昇

有意差なし

数学的
リテラシー
2003年調査の

中心分野

読解力
2000年・2009年

調査の中心分野 有意に低下

有意差なし

前回と共通領域

 

の正答率は変化

 

なし（※１）

共通問題の正答

 

率は変化なし（※

 

２）
有意差なし

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国

＜フィンランドに次ぐ
上位グループ＞

５２２点(8位/32ヵ国)
(８位/28)

＜上位グループ＞

５５７点(1位/32ヵ国)
(１位/28)

＜上位グループ＞

５５０点(２位/32ヵ国)
(２位/28)

＜上位グループ＞

５４８点(２位/41ヵ国)
(２位/30)

＜上位グループ＞

５３４点(６位/41ヵ国)
(４位/30)

＜ＯＥＣＤ平均と同程度＞

４９８点(14位/41ヵ国) 
(12位/30)

２００３年
平成15年7月調査実施、

翌年12月公表

２０００年
平成12年7月調査実施、

翌年12月公表

＜上位グループ＞

５３１点(６位/57ヵ国)
(３位/30)

＜ＯＥＣＤ平均より
高得点グループ＞

５２３点(10位/57ヵ国)
(６位/30)

＜ＯＥＣＤ平均と同程度＞

４９８点(15位/57ヵ国)
(12位/30)

２００６年
平成18年6、7月調査実施、

翌年12月公表

＜ＯＥＣＤ平均より
高得点グループ＞

５２９点(９位/65ヵ国)
(４位/34)

＜上位グループ＞

５２０点(８位/65ヵ国)
(５位/34)

＜上位グループ＞

５３９点(５位/65ヵ国)
(２位/34)

２００９年
平成21年6、7月調査実施、

翌年12月公表

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国

○読解力を中心に我が国の生徒の学力は改善傾向にある。

・各リテラシーとも、２００６年調査と比べて、レベル２以下の生徒の割合が減少し、

 

レベル４以上の生徒の割合が増加している。

○しかしながら、トップレベルの国々と比べると成績の下位層が多い。

○読解力については、必要な情報を見つけ出し取り出すことは得意だが、
それらの関係性を理解して解釈したり、自らの知識や経験と結び
付けたりすることがやや苦手である。
（「情報へのアクセス・取り出し」５３０点（平均正答率74％）、

「統合・解釈」５２０点（平均正答率62％）、「熟考・評価」５２１点（平均正答率59％））

○「趣味で読書をすることはない」生徒の割合は、２０００年調査から減少（

 

55.0% → 44.2%）したものの、
諸外国（ＯＥＣＤ平均37.4％）と比べると依然として多い。

PISA２００９の結果

レベル１

 
以下

レベル2 レベル3 レベル4 
以上

日本 13.6% 18.0% 28.0% 40.4%
韓国 5.8% 15.4% 33.0% 45.8%

フィンランド 8.1% 16.7% 30.1% 45.1%
香港 8.3% 16.1% 31.4% 44.3%

（例）読解力の習熟度レベル別割合

これまでの推移

○義務教育修了段階の15歳児（高校１年生）を対象。65か国・地域から約47万人が参加。

○知識や技能を実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを評価。

調 査 概 要
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ＩＣＴを活用した指導の効果
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点

ICTを活用した授業後に行った客観テストの得点が高い。

出典：平成18年度文部科学省委託事業「教育の情報化の推進に資する研究」によるICT 
活用の教育効果の検証結果
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○ 学習指導要領改訂の経緯

・平成20年1月：

 

中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善に

 
ついて」

・平成20年3月：

 

幼・小・中学校学習指導要領等（告示）改訂
・平成21年3月：

 

高等学校・特別支援学校学習指導要領等（告示）改訂

○ 新学習指導要領における情報教育の充実

・ 平成14年度（高等学校は15年度）から実施している現行の学習指導要領に基づき、情報教育を実施。

・

 

平成21年度より一部先行実施された小中学校、平成22年度より一部先行実施される高等学校の新学習指

 導要領において、情報教育に関する内容を充実。

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

○ 実施スケジュール

全面実施
告

 

示 周知・徹底

告

 

示

告

 

示

告

 

示

周知・徹底

周知・徹底

周知・徹底 学年進行で実施

算数、理科

総則等

総則等

算数、理科

先行実施

 

総則等
先行実施(学年進行)

数学、理科

先行実施

先行実施

※新学習指導要領のもとで教育の情報化が円滑かつ確実に実施されるよう、小中学校における先行実施に向けて、平成21年3月「教育の情報化

 
に関する手引」を作成・公表。平成22年10月には高等学校に対応する内容について追補したものを公表。

全面実施

全面実施

新学習指導要領について

※特別支援学校は、小・中・高等学校等の実施スケジュールに準拠
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・

 

各教科等の指導を通じて、児童がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親しみ、コ

 ンピュータで文字を入力するなどの基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切に活用できるようにする旨

 を明示。

・

 

「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。

・

 

「総合的な学習の時間」において、情報に関する学習を行う際には、情報を収集・整理・発信するなどの学

 習活動が行われるようにすることを明示。

小学校

・

 

各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報

 手段を適切かつ主体的、積極的に活用できるようにする旨を明示。

・

 

「技術・家庭」において、ディジタル作品の設計・制作やプログラムによる計測・制御を必修化。

・

 

「道徳」において、情報モラルに関する指導に留意することを明示。

中学校

新学習指導要領の主な改訂のポイント（情報関連）

・

 

各教科等の指導を通じて、生徒が情報モラルを身に付け、コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報

 手段を適切かつ実践的、主体的に活用できるようにする旨を明示。

・

 

共通教科「情報」について、社会の情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育成する観点から、

 ３科目の内容を再構成し、「社会と情報」、「情報の科学」の２科目構成とした。(選択必履修)

高等学校
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各教科・科目等の指導に当たっては、生徒

 
が、情報モラルを身に付け、コンピュータや

 
情報通信ネットワークなどの情報手段を適

 
切かつ実践的、主体的に活用できるように

 
するための学習活動を充実するとともに、こ

 
れらの情報手段に加え視聴覚教材や教育

 
機器などの教材・教具の適切な活用を図る

 
こと。

高等学校段階では、各教科等において、小

 
学校及び中学校段階の基礎の上に、コン

 
ピュータや情報通信ネットワークなどを実践

 
的に活用するとともに、情報モラル等につい

 
ての指導の充実を図る。

各教科・科目等の指導に当たっては、生徒

 
がコンピュータや情報通信ネットワークなど

 
の情報手段を積極的に活用できるようにす

 
るための学習活動の充実に努めるとともに、

 
視聴覚教材や教育機器等の教材・教具の

 
適切な活用を図ること。

高
等
学
校

各教科等の指導に当たっては、生徒が情報

 
モラルを身に付け、コンピュータや情報通信

 
ネットワークなどの情報手段を適切かつ主

 
体的、積極的に活用できるようにするため

 
の学習活動を充実するとともに、これらの情

 
報手段に加え視聴覚教材や教育機器など

 
の教材・教具の適切な活用を図ること。

中学校段階では、各教科等において、小学

 
校段階の基礎の上に、コンピュータや情報

 
通信ネットワークなどを主体的に活用すると

 
ともに、情報モラル等に関する指導の充実

 
を図る。

各教科等の指導に当たっては、生徒がコン

 
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報

 
手段を積極的に活用できるようにするため

 
の学習活動の充実に努めるとともに、視聴

 
覚教材や教育機器等の教材・教具の適切な

 
活用を図ること。

中
学
校

各教科等の指導に当たっては、児童がコン

 
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報

 
手段に慣れ親しみ、コンピュータで文字を入

 
力するなどの基本的な操作や情報モラルを

 
身に付け、適切に活用できるようにするため

 
の学習活動を充実するとともに、これらの情

 
報手段に加え視聴覚教材や教育機器など

 
の教材・教具の適切な活用を図ること。

小学校段階では、各教科等において、コン

 
ピュータや情報通信ネットワークなどの積極

 
的な活用を通じて、その基本的な操作の習

 
得や、情報モラルにかかわる指導の充実を

 
図る。

各教科等の指導に当たっては、児童がコン

 
ピュータや情報通信ネットワークなどの情報

 
手段に慣れ親しみ、適切に活用する学習活

 
動を充実するとともに、視聴覚教材や教育

 
機器等の教材・教具の適切な活用を図るこ

 
と。

小
学
校

新学習指導要領総則

 
（平成20・21年改訂）

中央教育審議会答申学習指導要領総則

 
（平成10・11年改訂）

学習指導要領総則（情報関連）

※特別支援学校の新学習指導要領総則にも小・中・高等学校の新学習指導要領総則と同旨の規定がおかれている。
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高等学校

 
共通教科「情報」改訂のポイント

・

 
情報社会を構成する一員として，社会の情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育成する

 観点から，「情報の科学的な理解」や「情報社会に参画する態度」を柱に科目の構成・内容を改善。

・

 
情報活用能力を確実に身に付けさせるために，小・中・高等学校を通して体系化された情報教育の指

 導内容を踏まえ，一部重複させるなどして指導を充実。

・

 
内容に情報モラルを項目立てし，情報モラルを身に付けさせる学習活動を重視。

現 行

情報Ａ

 

（２単位）

 
情報Ｂ

 

（２単位）

 
情報Ｃ

 

（２単位）

いずれか１科目を

 選択必履修

改訂後

いずれか１科目

 を選択必履修

○ 各科目の改善事項

【社会と情報】

○

 

情報の収集，分析，表現や効果的なコミュニケーションを行うために情報機器や情報通信ネットワークを適切

 に活用する学習活動を重視。

○

 

情報の特徴，情報化が社会に及ぼす影響の理解及び情報モラルを身に付ける学習活動を重視。

社会と情報

 

（２単位）

 
情報の科学

 

（２単位）

科目科目

【情報の科学】

○

 

問題解決を行うために情報と情報技術を効果的に活用する学習活動やそのために必要となる科学的な考え

 方を身に付ける学習活動を重視。

○

 

情報社会を支える情報技術の役割や影響の理解及び情報モラルを身に付ける学習活動を重視。

○ 科目構成の見直し
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教育の情報化に関する手引 【概要】
第１章

 
情報化の進展と教育の情報化

 
第２章

 
学習指導要領における教育の情報化第１章

 
情報化の進展と教育の情報化

 
第２章

 
学習指導要領における教育の情報化

第９章

 

特別支援教育における教育の情報化
○小・中・高等学校等での特別支援教育における情報教育とＩＣＴ活用
○特別支援学校における障害種別の情報教育とＩＣＴ活用
○第3章～第8章の内容を踏まえた特別支援教育における配慮点

第６章

 

校務の情報化の
推進

○校務の情報化の目的
・業務の軽減と効率化
・教育活動の質の改善

○校務の情報化が生み出す
学校の変容

・管理職，教員，事務職員など立場ごと

 
に業務効率化等の例を解説

 
○校務の情報化の進め方モデル

○校務の情報化を進める上での
留意点

・教育委員会・校長のリーダーシップと

 
教職員間の意義の共有

 
・仕事の見直し（公文書の扱いを含む）

・情報セキュリティの確保

 

等

第６章

 

校務の情報化の
推進

○校務の情報化の目的
・業務の軽減と効率化
・教育活動の質の改善

○校務の情報化が生み出す
学校の変容

・管理職，教員，事務職員など立場ごと

 
に業務効率化等の例を解説

○校務の情報化の進め方モデル

○校務の情報化を進める上での
留意点

・教育委員会・校長のリーダーシップと

 
教職員間の意義の共有

・仕事の見直し（公文書の扱いを含む）

・情報セキュリティの確保

 

等

第４章

 

情報教育の体系的な推進
○情報教育の目標と系統性

・小学校段階での「基本的な操作」の確実な習得
・学校全体としての体系的な情報教育の推進

○情報活用能力を身に付けさせるための学習活動
・各学校段階に期待される情報活用能力
・情報活用能力の育成のための教科等ごとの指導例
・総合的な学習の時間におけるICT活用, 情報に関する学習

第４章

 

情報教育の体系的な推進
○情報教育の目標と系統性

・小学校段階での「基本的な操作」の確実な習得
・学校全体としての体系的な情報教育の推進

○情報活用能力を身に付けさせるための学習活動
・各学校段階に期待される情報活用能力
・情報活用能力の育成のための教科等ごとの指導例
・総合的な学習の時間におけるICT活用, 情報に関する学習

第５章

 

学校における情報モラル教育と家庭･地域との連携

○情報モラル教育の必要性
・よりよいコミュニケーションのための判断力と心構えの育成
・学校全体としての体系的な情報モラル教育の推進

○情報モラル教育の具体的な指導
・情報モラル指導の在り方（考えさせる学習活動の重視等）
・情報モラルの各教科等における指導例

○教員が持つべき知識

 

○

 

家庭・地域との連携

第３章

 

教科指導に
おけるＩＣＴ活用

○教科指導におけるＩＣＴ活用
の考え方

・効果を高める指導，環境 等

○教科指導におけるＩＣＴ活用
の具体的な方法や場面

・学習指導の準備と評価のための教

 
員によるICT活用

 
・授業での教員によるICT活用の教科

 
等ごとの具体例

 
・児童生徒によるICT活用の教科等ご

 
との具体例

 
○日常的なICT活用の準備

・ＩＣＴ活用と板書の連携，教室環境の

 
工夫，研究・研修の重要性

 

第３章

 

教科指導に
おけるＩＣＴ活用

○教科指導におけるＩＣＴ活用
の考え方

・効果を高める指導，環境 等

○教科指導におけるＩＣＴ活用
の具体的な方法や場面

・学習指導の準備と評価のための教

 
員によるICT活用

・授業での教員によるICT活用の教科

 
等ごとの具体例

・児童生徒によるICT活用の教科等ご

 
との具体例

○日常的なICT活用の準備
・ＩＣＴ活用と板書の連携，教室環境の

 
工夫，研究・研修の重要性

第８章

 

学校におけるＩＣＴ環境整備
○学校における具体的なＩＣＴ環境整備

・普通教室におけるコンピュータ，実物投影機，デジタルテレビ，電子黒板，
校内ＬＡＮの整備

 

等
・学習用ソフトウェア（教育用コンテンツ），校務用ソフトウェアの整備

 

等

○学校におけるＩＣＴ環境整備の推進，運用
・必要な予算確保

 

等

第８章

 

学校におけるＩＣＴ環境整備
○学校における具体的なＩＣＴ環境整備

・普通教室におけるコンピュータ，実物投影機，デジタルテレビ，電子黒板，
校内ＬＡＮの整備

 

等
・学習用ソフトウェア（教育用コンテンツ），校務用ソフトウェアの整備

 

等

○学校におけるＩＣＴ環境整備の推進，運用
・必要な予算確保

 

等

第７章

 

教員のＩＣＴ活用指導力の向上
○教員のＩＣＴ活用指導力の重要性

・すべての教員に求められる基本的な資質能力として

○効果的な研修

 

（校内研修，教育委員会・教育センター等による研修)
・情報化担当教員（情報主任）,教務主任,研究主任等の連携による組織と

しての研修の実施
・研修ロードマップの作成等による，ねらいを明確にした計画的な研修
・研修事例：

 

授業，校務，マネジメント（管理職）

第７章

 

教員のＩＣＴ活用指導力の向上
○教員のＩＣＴ活用指導力の重要性

・すべての教員に求められる基本的な資質能力として

○効果的な研修

 

（校内研修，教育委員会・教育センター等による研修)
・情報化担当教員（情報主任）,教務主任,研究主任等の連携による組織と

しての研修の実施
・研修ロードマップの作成等による，ねらいを明確にした計画的な研修
・研修事例：

 

授業，校務，マネジメント（管理職）

○教育の情報化の推進体制

 
○管理職に求められること

第10章

 

教育委員会・学校における情報化の推進体制
・教育委員会と学校が連携したサポート体制

 

～教育ＣＩＯ（教育長など），学校ＣＩＯ（校長等の管理職），ＩＣＴ支援員等～
・情報化の重要性・必要性への理解，マネジメント力，学校経営計画・学校評価等への位置付け
・校内推進体制の構築（管理職・教務主任・情報化担当教員（情報主任）等の連携体制，カリキュラムコーディネータとしての
情報化担当教員（情報主任）など）

平成22年10月

 

文部科学省
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昭和５１年

現行の学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

 育課程、指導方法等についての研究開発を行い、教育課程の基準の改善等に資する。

学校教育法施行規則第５５条等

原則３年指定

件

 
数：

 
７３件

 
学校数：

 
２１６校

・香川県坂出市（小学校における「生活」の導入（昭和51年～53年））
・兵庫教育大学教育学部附属中（「総合的な学習の時間」の導入（平成2年～4年））
・千葉県成田市（小学校高学年における「外国語活動」の導入（平成15年～20年））

研究開発学校制度について

１．導入年

２．趣

 

旨

３．根拠法令

６．具体例

４．予定期間

５．指定数（平成２２年度）
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・情報モラル指導事例（２００事例）や情報モラル関連コンテンツ等を紹介する教員向けＷｅｂサイトを作成。
（http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/）

 

・情報モラル指導事例（２００事例）や情報モラル関連コンテンツ等を紹介する教員向けＷｅｂサイトを作成。
（http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/）

・市町村教育委員会指導主事等を対象とし、情報モラル指導の普及のためのセミナーを４７都道府県におい

 
て開催。研修教材「５分でわかる情報モラル」を活用。

 

（http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html）

 

・市町村教育委員会指導主事等を対象とし、情報モラル指導の普及のためのセミナーを４７都道府県におい

 
て開催。研修教材「５分でわかる情報モラル」を活用。

 

（http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html）

◆情報モラル指導ポータルサイトの構築（平成１９年度）（委託先：

 

（社）日本教育工学振興会）

◆情報モラル指導セミナーの開催（平成１９年度）

 

（委託先：（財）コンピュータ教育開発センター）

◆「情報モラル」指導モデルカリキュラムの作成（平成１８年度）（委託先：（社）日本教育工学振興会及び（財）コンピュータ教育開発センター）

・情報モラル教育を体系的に推進するため、情報モラルの指導内容を５つ

 

の分類に整理し、児童

 
生徒の発達段階に応じて指導目標を設定。（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1296900.htm）

 

・情報モラル教育を体系的に推進するため、情報モラルの指導内容を５つ

 

の分類に整理し、児童

 
生徒の発達段階に応じて指導目標を設定。（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1296900.htm）

◆指導用ガイドブック及び普及・啓発パンフレットの作成・配付（平成１８年度）（委託先：

 

（社）日本教育工学振興会）

・情報モラル教育の重要性やモデルカリキュラムの解説、指導実践事例などを紹介。（http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/）

 
※「情報モラル」指導実践キックオフガイド

 

60万部作成（配布先

 

：

 

国公私立学校、全ての教育委員会）

 
※普及啓発用パンフレット

 

150万部作成（配布先

 

：

 

公立学校の全ての教員、国公私立学校、全ての教育委員会）

 

・情報モラル教育の重要性やモデルカリキュラムの解説、指導実践事例などを紹介。（http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/）
※「情報モラル」指導実践キックオフガイド

 

60万部作成（配布先

 

：

 

国公私立学校、全ての教育委員会）

※普及啓発用パンフレット

 

150万部作成（配布先

 

：

 

公立学校の全ての教員、国公私立学校、全ての教育委員会）

◆学校における情報モラル等教育の推進事業「指導者養成事業」（平成２１年度）

 

（委託先：（財）コンピュータ教育開発センター）

◆学校における情報モラル等教育の推進事業「専門員派遣事業」（平成２１年度）

 

（委託先：

 

（社）日本教育工学振興会）

・校内研修指導者、授業実践リーダー育成のためのｊ研修プログラム、研修教材「ここからがはじめる情報モラル指導者養

 
成研修ハンドブック」の開発と、指導者養成研修の実施。（http://www.cec.or.jp/monbu/pdf/h21jmoral/handbook_A4.pdf）

 

・校内研修指導者、授業実践リーダー育成のためのｊ研修プログラム、研修教材「ここからがはじめる情報モラル指導者養

 
成研修ハンドブック」の開発と、指導者養成研修の実施。（http://www.cec.or.jp/monbu/pdf/h21jmoral/handbook_A4.pdf）

・地域の指導主事と専門員が連携し、域内の学校における指導体制のあり方等についての研究を支援。・地域の指導主事と専門員が連携し、域内の学校における指導体制のあり方等についての研究を支援。

情報モラル教育推進のための取組について

◆「情報モラル教育実践ガイダンス」の作成・配布（平成２２年度） （国立教育政策研究所教育課程研究センター）

・すべての小・中学校においてすべての先生が情報モラル教育を行うための基本的な考え方や指導事例等を紹介。・すべての小・中学校においてすべての先生が情報モラル教育を行うための基本的な考え方や指導事例等を紹介。

http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/
http://sweb.nctd.go.jp/5min_moral/index.html
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1296900.htm
http://www.japet.or.jp/moral-guidebook/
http://www.cec.or.jp/monbu/pdf/h21jmoral/handbook_A4.pdf
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